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（仮称）川崎市中部学校給食センター整備等事業の契約の変更について 

 （仮称）川崎市中部学校給食センター整備等事業 事業契約書第 71条第 4項及び別紙 4-
1の規定に基づき契約金額の改定を行う必要があることから、平成 27年第 4回市議会定例
会において議決された契約金額を変更するものである。

【事業契約書第 71条第 4項】

サービス購入料の額は、別紙４－１「サービス購入料の基本的な考え方」に定める方法に従っ

て、決定及び改定（金利変動及び物価変動に伴うサービス購入料の改定等）されるものとする。

１ サービス購入料の仕組み

本事業における業務ごとのサービス購入料の構成は次のとおりである。

（サービス購入料の構成）

業 務 サービス購入料 支払時期

給食センターの

設計・建設業務

サービス購入料Ａ

（一括払い）
給食センターの引渡し後に支払う

サービス購入料Ｂ

（割賦払い）

給食センターの引渡し後から事業期間

終了までの間にわたり四半期ごとに支

払う

開業準備業務
サービス購入料Ｃ

（一括払い）
開業準備完了後に支払う

給食センターの

維持管理・運営業務

サービス購入料Ｄ

（固定料金）

維持管理・運営期間中に四半期ごとに

支払う

サービス購入料Ｅ

（変動料金）

維持管理・運営期間中に四半期ごとに

支払う

２ サービス購入料Ｂの改定について

（１）建設工事費デフレーターの変動に基づく改定

 設計・建設業務の内、建設工事業務費を対象としており、「建設工事費デフレーター 工

事種別：非住宅(非木造)」に係る「入札時点（平成 27年 7月時点）の指標値」と「建設工
事着工日の属する月の前３か月分の指標値の平均値」を比較し、1.5％以上の変動がある場
合には、1.5％を超える部分の変動を支払額に反映することとしている。
 今回、次のとおり 1.5％以上の変動が確認された。

建設デフレーターの変動  ｎ：111.2 → ｒ：109.1 △1.888％
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デフレーターn：建設着工月の前３か月分（平成 28年６月から平成 28年８月）の
「建設工事費デフレーター（※１） 工事種別：非住宅(非木造)」の指標の
平均値

デフレーターr：入札提出書類の締切日が属する月（平成 27年７月）の指標
（※１）建設工事費デフレーターとは、建設工事に係る名目工事費額を基準年度の実質額に変換するものであり、2005年度を 100とした指標である。

（２）基準金利の確定に基づく支払金利の改定 

支払金利は、基準金利（※２）と事業者が提案するスプレッド（※３）の合計とし、基準金利設

定は、給食センター引渡日の２営業日前（平成 29年８月 29日）である。
支払については、維持管理・運営期間に、年４回（計 58回）の元利均等返済である。

（支払金利）

改定前 改定後 改定率

支払金利 0.931％ 0.469％ △0.462％
基準金利 0.881％ 0.419％ △0.462％
スプレッド 0.050％ 0.050％ 0％

（※２）基準金利は、東京時間午前 10 時にテレレート 17143 頁に発表される TOKYO SWAP REFERENCE RATE ６か月 LIBOR ベース 15年物（円－円）

金利スワップレートである。

（※３）スプレッドとは、事業者が金融機関から借入して返済するときの金利上乗せ分である。

３ サービス購入料Ｄ及びサービス購入料Ｅの改定について 

 サービス購入料Ｄ（固定料金分）及びＥ（変動料金分）については、「契約締結年度（平

成 27年度）」と「支払い対象となる平成 30年度の維持管理・運営の前々年度４月が属する
年（平成 28年度）の対象となる価格指数の年度平均指数」を比較し、1.5％以上の変動があ
った場合、対象となる費用の改定を行うこととしている。

今回、改定の対象となる費用は、固定料金分の内「運営費相当額（電気代相当分）」、「運

営費相当額（ガス代相当分）」及び、変動料金分の内「電気代相当分の単価」、「ガス代相当

分の単価」であり、改定率は以下のとおりである。

（改定率） 

項

目
改定対象費用 

平成27年度 

価格指数(Io)
平成28年度 

価格指数(In)
改定率 

(In／Io)-１

固

定

料

金

分

維持管理費相当分 99.0 98.6 △0.41％

運営費相当額（光熱水費相当分を

除く） 
102.8 103.2 0.38％

運営費相当額（電気代相当分） 96.8 87.3 △9.88％
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運営費相当額（ガス代相当分） 96.3 84.1 △12.65％

運営費相当額（上下水道料相当分） 100.0 100.7 0.70％

変

動

料

金

分

光熱水費相当分以外の単価 102.8 103.2 0.38％

電気代相当分の単価 96.8 87.3 △9.88％

ガス代相当分の単価 96.3 84.1 △12.65％

上下水道料金相当分の単価 100.0 100.7 0.70％

４ 改定後の各サービス購入料及び契約金額 

改定前 改定後 改定額

サービス購入料Ａ 741,118,519円 741,118,519円 0円

サービス購入料Ｂ 2,698,520,289円 2,601,399,425円 △97,120,864円

サービス購入料

Ｂの元本部分
2,521,563,961円 2,513,493,097円 △8,070,864 円

割賦金利※ 176,956,328円 87,906,328円 △89,050,000円

サービス購入料Ｃ 78,208,000円 78,208,000円 0円

サービス購入料Ｄ 6,509,658,100円 6,504,591,675円 △5,066,425円

サービス購入料Ｅ 343,421,675円 342,199,817円 △1,221,858円

税抜合計 10,370,926,583円 10,267,517,436円 △103,409,147円

消費税及び

地方消費税相当額
815,517,612円 814,368,888円 △1,148,724円

税込合計 11,186,444,195円 11,081,886,324円 △104,557,871円

※割賦金利は非課税 


